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【６月の活動予定】 

   3 日(金)～5 日(日)  第 27 回ヒロシマの旅＝広島アステールプラザ他 

  5 日(日)14:00  戦争法廃止！安倍内閣退陣！6.5 ヒロシマ集会＝原爆ドーム前 

  8 日(水)17:30 高校生平和大使・高校生 1 万人署名活動実行委員会サポーター会議＝広教組会議室  

11 日(土)9:00   広島県教職員組合第 95 回定期大会 

    13:00  被爆二世相談日＝平和運動センター事務所 

12 日(日)10:00  広島初中高級学校創立 70 周年記念行事＝広島朝鮮学園 

15 日(水)18:30 「ストップ！戦争法ヒロシマ実行委員会」世話人会＝広島弁護士会館 

  18 日(土)14:00  被爆者支援広島ネットワーク総会・学習交流会＝広島弁護士会館 

19 日(日)10:00  第 19 代高校生平和大使結団式＝広島アステールプラザ 
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     14:00 「ストップ！戦争法ヒロシマ実行委員会」街頭行動＝広島市・八丁堀 

     15:30 平和運動センター第 7 回常任幹事会＝ワークピア広島 

    17:00  平和運動センター2016 年構成組織交流会＝ワークピア広島 

  20 日(月)18:00  被爆 71 周年原水爆禁止世界大会第１回広島県実行委員会＝自治労会館 

 26 日(日)9:00   広島県高等学校教職員組合第 64 回定期大会＝ワークピア広島 

 29 日(水)7:55   「第 35 回反核平和の火リレー」出発式＝原爆慰霊碑前 

 

 

平和運動センター幹事会・地区労代表者会議を開催（5 月 27 日） 

〓今月の「戦争法廃止！街頭行動」は６月１９日です〓 

平和運動センターは、5 月 27 日、自治労会館におい

て第 6 回常任幹事会、第 3 回幹事会・地区労代表者会議

を開催しました。開会にあたり佐古議長が「本日は米国

オバマ大統領の被爆地ヒロシマ訪問、歴史的な一日であ

る。核なき世界の実現これからどう発信するのか注視し

たい」とあいさつを行った後、議事に入りました。 

活動報告では、春季護憲運動（「平和といのちと人権

を！5.3 ヒロシマ憲法集会」、「5.3 意見広告」）、    〔5.19 街頭行動（本通り青山前）〕 

復帰 44 年 5.15 沖縄平和行進、戦争法の廃止を求める街頭行動、4.26 チェルノブイリ

デーの取り組み、部落解放共闘の取り組み、「アジア・アフリカ支援米」田植えなどに

ついて報告しました。 

協議事項は、①戦争法廃止！安倍内閣退陣！6.5 ヒロシマ集会の参加体制。②被爆 71

周年原水禁世界大会第 1 回広島県実行委員会（結成総会）を 6 月 20 日に開催する。③

「第 19 代高校生平和大使」として広島県から高校生 3 名〔岡田実優さん（県立広島高

校 1 年生）・吉田菜々子さん（ノートルダム清心高校 2 年生）・伊藤美波さん（広島市

立舟入高校 2 年生）〕が派遣団の一員として 8 月に国連欧州本部を訪問する。そのため

の派遣カンパを今年も取り組む。④6 月の「就職差別撤廃月間」に県行政・県教委・広

島労働局に対して申し入れ行動を行う。⑤広島朝鮮学園を支援する取り組みとして「広

島朝鮮初中高級学校創立 70 周年記念行事」（6 月 12 日）に参加する。などを確認しま

した。 

また、6 月 27 日の 17 時からワークピア広島において「2016 年構成組織交流会」を開

催します。交流会は、2013 年から開催しているもので、日頃、平和運動センターの活

動に参加できにくい加盟労組のみなさんとの顔合わせの場として有意義な集いとなって

いますので、何かとご多用のこととは思いますが、ぜひご参加いただきますようお願い

いたします。 

 

【平和運動センター２０１６年構成組織交流会】 

 ◇日 時 ６月１９日（日）１７時～１９時 

◇会 場 ワークピア広島 広島市南区金屋町１－１７ 

◇内 容 加盟労働組合間の交流をはかる 
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 戦争法の廃止を求める署名を国会に提出(５月１９日) 

    〓戦争法廃止！安倍政権退陣「１９日行動」〓 

昨年 11 月より全国各地で取り

組まれてきた「戦争法の廃止を

求める 2000 万統一署名」は 1200

万筆を突破し、5 月 19 日に衆議

院会館で集会が開かれ、野党各

党の議員へ提出されました。 

集会では、7 月に予定される参

議院選挙が迫るなかで、6 月末まで運動を継続し、2000 万筆をめざしていくことが確認

されました。戦争をさせないヒロシマ 1000 人委員会の 5 月の「19 日行動」は 19 日、

17 時 30 分から約 40 人が参加して、広島・本通り電停青山前において街頭署名活動を

行い、145 筆の署名を集約しました。 

また、この日は、27 日に被爆地ヒロシマを訪れる米国オバマ大統領に対して「オバ

マ大統領に被爆者の体験談を聞いてください。広島市民からの要請ハガキを送ろう！」

と街頭から市民に呼びかけました。 

 

地区労だより【三原地区労センター】 

   〓「戦争法廃止！１９日行動」を毎月取り組んでいます〓 

5 月 15 日に、「戦争をさせない三原市民集会」と題し、三

原地区労働センター、部落解放同盟三原市協議会、九条の会

・三原で作る「戦争をさせない三原市民行動」として講演会

を開催。その後「戦争をさせないヒロシマ 1000 人委員会」

主催で街頭デモ行進を行いました。講演会は、三原市民福祉

会館で行い、講師に「戦争をさせないヒロシマ 1000 人委員

会」共同代表・「ストップ！戦争法ヒロシマ実行委員会」の

金子哲夫さんをお招きし、「戦争法と憲法改悪」という演題

で講演いただきました。 

昨年 9 月 19 日の「安保法」成立後、軍備補強が一層進ん

でいて、新年度の予算も防衛費が増しています。武器輸出三

原則の緩和により武器輸出が増大し、軍学の一体化も進んで

います。今、政府の狙いは憲法 96 条の改正から「緊急事態

条項」の成立です。これは大災害や武力行使などで国家の秩

序が脅かされる場合に、時の政府に大幅な権限を与える非常措置をとることで、これは

憲法の停止も意味しています。つまりは時の政府に都合よく、まさに憲法を無効にする

法律を勝手に作れるようになるもので、ナチスがワイマール憲法を無効にして独裁政治

を行った「大統領大権」に似かよったものです。 

このような情勢の中で、大事なことは国民がしっかりと政府の行動を監視すること、

政府が憲法違反の法律を行使しようとする時は、「憲法違反の行動は許さない」と毅然

と対応すること、その為に毎月 19 日行動など日常多岐な行動によって繰り返し宣伝す

ることが重要であると言われました。 
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戦争は政治の失敗であり、武力ではなく、外交の努力を求めることが大切です。最後

に当面やるべきことは、目の前の選挙に全力をかけること、一人でも多くの安倍政治を

許さない議員を作ることを呼びかけられ、憲法改正の最後の手続きは国民投票、憲法改

悪に反対する世論の大きさを常に示し続けることが大切であると言われました。 

講演後は、金子さんにも参加していただき、三原市内を「戦争反対！９条を守れ！」

などのスピーチを唱えながら、参加者一丸でデモ行進を行いました。 

私たちの活動は、世間から見れば非常に小さな点であると思いますが、その小さなた

くさんの点が集まりつながれば大きな線となり、大きな力になると思います。今後も三

原地区労働センターは、できることからコツコツと活動を進め、大きな線にしていきた

いと思います。 （三原地区労働センター事務局長 土屋征史） 

 

 

 「平和といのちと人権を！ ５・３ヒロシマ憲法集会」 開催 

 〓落合恵子さん護憲を訴える！〓 

 

憲法記念日の 5 月 3 日、広島市ハノーバー庭園で「平和といのちと人権を！5・3 ヒ

ロシマ憲法集会」が開催され、約 2,000 人が参加して、「憲法を守れ」「戦争法廃止」

「安倍政権退陣」などと雨の中、声を上げました。 

集会は、ストップ！戦争法実行委員会の主催で開かれ「LIVES(ﾗｲﾌﾞｽﾞ)」のミニライ

ブでスタートし、主催者を代表して戦争をさせないヒロシマ 1000 人委員会の佐古正明

・平和運動センター議長と 9 条の会ネットワークの石口俊一弁護士があいさつを行いま

した。その後、メインスピーカーとして作家の落合恵子さんが「今だから！今こそ！」

と題して講演を行いました。 

落合さんは、憲法違反の安全保障法制を強行成立させた安倍政権を批判し、「命や

権力を力で奪う行為には対抗していかなければならない。おかしいことにノーという

姿勢を次世代に見せていこう」と参加者に呼びかました。 

また、集会成功に向けて会場で取り組みましたカンパは、433,373 円の賛同金をいた

だきました。ご協力いただきました皆さまに感謝いたします。 

集会の最後に、ストップ！戦争法ヒロシマ実行委員会の難波事務局長が行動提起に立 

ち、「戦争法廃止 2000 万署名を 6 月末ま

でやり抜こう」と訴えて集会を終了しまし

た。なお、同日、東京・有明防災公園で開

催された「5.3 憲法集会」には約５万人が

大結集するなど全国各地で同様の憲法集会

が行われました。 
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「復帰 44 年 5.15 沖縄平和行進」行われる(5 月 12～16 日) 

  〓15 日は広島県参加者で南部戦跡めぐりを実施〓 

  復帰 44 年 5.15 平和行進は、5 月 12～15 日の日程で行われ、広島県から 17 人が参加 

しました。12 日は那覇市パレット市民劇場で全国結団式が開催され、全国から約 500 

人が参加しました。 

 13 日から 15 日の平和行進は、県内３コースに分かれて行われ、延べ 4,500 人が参加 

し、基地のない平和な沖縄を訴えて歩きました。東コースの出発式は、キャンプシュワ 

ブゲート前で行われ、沖縄平和運動センター議長の山城博治さんらを先頭に平和行進に 

出発（広島県参加者 6 人）。各県や労働組合の仲間が炎天下のなか「辺野古新基地建設 

反対」「戦争法を廃止しよう」と訴えながら歩きました。 

 また、西コースは読谷村役場（広島県参加者 4 人）、南コースは南城市陸上競技場か 

ら出発しました（広島県参加者７人）。県内各地を行進してきた各コースの平和行進団 

は、最終日の 15 日新都心公園・那覇市内）で一同に会し、「復帰 44 年 5・15 平和と 

くらしを守る県民大会」を行なわれ 2,500 人が参加しました。集会では、実行委員長の 

山城博治さん（沖縄平和運動センター議長）が、「再びこの国を戦争国家へ邁進するこ 

とをみんなで止めよう」と呼びかけました。 

 最後に、米軍基地強化に反対し、日米地位協定の抜本的改定、脱原発社会の実現、戦 

争法制の廃止と憲法改悪を阻止するため闘い抜くことを基調とする大会宣言を全体で確 

認し、3 日間の平和行進を締めくくりました。 

県民大会終了後、広島県参加者独自の平和学習として「沖縄戦の実相に学ぶ南部戦跡

めぐり」を沖縄バスのガイドで、摩文仁の丘「平和公園・平和の礎・沖縄県立平和祈念

資料館」、糸満市「ひめゆりの塔・ひめゆり平和祈念資料館」を見学して平和学習を行

いました。 
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沖縄での相次ぐ米軍関係者の凶悪事件に対する抗議声明 

 〓平和フォーラム、米国政府と日本政府に抗議文を送付〓 

 米軍基地が集中する沖縄県で、またも女性が米軍関係者によって殺害される痛ましい

事件が起こりました。幾度となく繰り返される悲劇に怒りと悲しみを抑えようがありま

せん。平和フォーラムは、5 月 20 日、米国政府と日本政府にたいして抗議する声明を送

付しました。 

2016 年 5 月 20 日 

 

沖縄での相次ぐ米軍関係者の凶悪事件に対する抗議声明 
 

フォーラム平和・人権・環境 

                                 （平和フォーラム）  

                                                                 代表 藤本 泰成 

 

 またも、沖縄県内で米軍関係者による凶悪事件が発生し、女性の尊い命が奪われた。4 月 28 日から

沖縄県うるま市の女性が行方不明になっていた事件で、5 月 19 日恩納村の雑木林で遺体が発見され、

沖縄県警は、元海兵隊員で嘉手納基地軍属の男性を死体遺棄容疑で逮捕した。どうか無事でいてほし

いという家族、友人の切ない思いは、かなうことはなかった。成人式を迎えたばかりの若い命の無念

を思うと、言葉が見つからない。 

 2 か月前にも那覇市内のホテルで、米兵による女性暴行事件が発生したばかりだ。沖縄県内での米

兵や米軍関係者による凶悪犯罪は、1972 年の日本復帰以降 2015 年末までに、574 件も発生してい

る。米軍関係者による凶悪犯罪が、平均して毎年 13 件以上も一つの県で発生していることは異常と

言わざるを得ない。日本国内における在日米軍専用施設面積のうち、沖縄県が占める割合は現在

74.46％となっている。米軍基地の集中が凶悪犯罪を引き起こしていることは明らかだ。幾度となく

繰り返される米兵や米軍関係者の凶悪犯罪に、平和フォーラムは満身に怒りをもって抗議する。 

 事件の全貌が明らかになり、衝撃と悲しみ、そしてこみ上げる怒りに、沖縄県民のほとんどが打ち

震えるなか、日本政府の抗議に対して、在日米軍司令官ドーラン中将は「（容疑者は）現役の軍人で

はなく、米軍に雇用されている人物でもない」などと述べ、責任を回避する発言をしている。ことさ

ら、軍人ではなく一般の事件であるかのごとく「火消し」に走る米軍当局の姿勢は許されない。 

 日本政府は、事件が起こるたびに「綱紀の粛正と再発防止の徹底」を米軍当局に求めてきた。しか

し、米軍は一時的な夜間外出禁止などのその場限りの対応に終始し、結局犯罪は繰り返えされ、その

度に犠牲者を生むこととなっている。米軍基地がなくならない限り、犠牲者が再びでないと言い切る

ことは決してできない。 

 1995 年の少女暴行事件で、米軍基地に対する沖縄県民の怒りは頂点に達し、宜野湾海浜公園に 8 万

5 千人を集め「沖縄 10.21 県民総決起大会」（1995.10.21）が開催された。「基地が沖縄に来てか

ら、ずっと加害はくり変えされてきました。基地がある故の苦悩から、私たちを解放してほしい」

「今の沖縄はだれのものでもなく、沖縄の人々のものだから」当時普天間高校 3 年生だったの仲村清

子は、高校生代表としてそう訴えた。それから 20 年、何も変わらない沖縄がある。 

 米軍を不当に優遇する日米地位協定の改定も切り出せず、「沖縄の負担軽減」と言いなが

ら、普天間飛行場の代替施設を沖縄県名護市辺野古に新設するとし、それが唯一の解決策と

する日本政府の姿勢が、繰り返される犯罪を生み出してきた。日本政府こそが、加害者であ

ると私たちは断言する。これまでの沖縄県民の苦悩に思いをはせるならば、日本政府は基地

の縮小撤去へと舵を切らなくてはならない。 
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 「私たちに静かな沖縄を返してください。軍隊のない、悲劇のない、平和な島を返してください」

20 年前の仲村清子の声に、真摯に日本政府は耳を傾けよ。米軍基地の存在によって苦しめられてきた

沖縄県民の思いを受け止めよ。 

 これ以上、危険と隣り合わせに暮らし、悲しみと無念にくれる時を過ごさざるえない沖縄の現状を

許すことはできない。平和フォーラムは、沖縄県民の思いに深く連帯し、更なる闘いに邁進する。 

 
 
県原水禁「平和記念資料館下の遺跡保存」要請(５月１７日) 

〓遺構・被爆物の保存を広島市に要望〓 

 広島県原水禁(佐古正明・金子哲夫・秋葉忠利代表委員)は 5 月 17 日、広島市民局・谷 

本睦志局長を訪ねてについて、平和記念資料館下の発掘作業によって出土した遺構なら 

びに被爆物について、できるだけ現状のまま保存し、平和記念資料館見学者が観覧でき 

るようにすること。など「平和記念資料館下の遺跡保存」を要請しました。 

2016 年 5 月 17 日 

 

広島市長 

松井 一實 様 

 

原水爆禁止広島県協議会 

（広島県原水禁） 

代表委員 秋葉 忠利 

〃   金子 哲夫 

〃   佐古 正明 

 

平和記念資料館下の遺跡保存について 

 

 貴職におかれましては、市民生活の向上、世界平和とりわけ核兵器廃絶実現のために、日夜ご奮闘

されていますことに心から敬意を表します。 

 さて現在、世界に広く被爆の実相を広げ、核兵器廃絶への大きな役割を果たす平和記念資料館のリ

ニューアル計画と並行して平和記念資料館の耐震工事のための作業も進められ、平和記念資料館下及

び敷地内の発掘が進められています。 

その発掘現場からは、被爆前の街並みの遺構が相次いで出土していると聞いています。当時ここで

多くの人々が暮らしていた事実や原爆によって町が消し去られたことを示す極めて貴重な被爆遺跡、

被爆物であります。 

今回の発掘作業によって出土した遺構などは、平和記念資料館を訪れた人たちが、当時の状況をそ

のまま見ることができ、被爆の実相をさらに深めることのできる価値を持っています。 

平和記念資料館は、被爆資料を収集し、管理・保管、さらに展示することを重要な役割として担っ

ています。今回発掘された遺構をそのままの状態で現地保存し、平和記念資料館と一体のものとして

展示することは、こうした平和記念資料館の目的を一層高めることになります。 

残念ながら、ここ数年、民間が所有する被爆建造物が様々な事情により解体される事態が発生して

います。こうした事態を考えても、今回の発掘によって相次いで出土している遺構を保存し、後世に

伝えるとともに、平和記念資料館来館者の理解を深める機会を作ることは、広島市が果たすべき役割

であると考えます。 
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つきましては、下記の点について実現していただきますよう強く要望いたします。 

 

記 

 

１．平和記念資料館下の発掘作業によって出土した遺構ならびに被爆物について、できるだけ現状の

まま保存し、平和記念資料館見学者が観覧できるようにすること。 

２．保存事業の財源として、今年４月から実施された平和記念資料館の入館料の値上げによる増収分

が充当すること。 

以上 

 

「部落地名総鑑事件」の再発を防止するための緊急要請 

 行動〓広島県・県教委・法務局へ（５月１９日）〓 

             

 

 

 

           

     〔広島県人権男女共同参画課〕   〔県教委秘書広報室〕        〔法務局人権擁護部〕 

 部落解放広島県共闘会議は、川崎市の出版社「示現社」が「全国部落調査 部落地

名総鑑の原典復刻版」と題した書籍を 2016 年 4 月 1 日に発行・販売するという情報が

インターネット上に掲載されていることが判明したことを受けて、部落解放同盟広島

県連と連携しこの書籍の発行・販売を中止させ、絶版にするため 5 月 19 日、広島県、

広島県教育委員会、広島法務局に対し、「部落地名総鑑事件」の再発を防止するため

の要請を行いました。 

  要請にあたって、県共闘佐古議長（平和運動センター議長）は、「40 年前に部落地

名総鑑事件が発覚、就職や結婚など差別に利用された。今回、またそうした差別事件

が発生した。差別を商う行為は絶対許すことはできない。再発防止に向け取り組み要

請をする」とあいさつしました。 

 要請を受けた県行政（環境県民局人権男女共同参画課・小林洋美課長）、県教委

（管理部総務課秘書広報室・佐藤哲義室長）、広島法務局（人権擁護部第一課・釜田

浩課長）は、「今回の事件は大変な人権侵害である。法務局、全国知事会、法務省な

ど関係行政機関へ法整備や再発防止に向けて働きかけていくと同時に啓発活動に努め

ていく」など、それぞれの立場で取り組んでいくことが述べられました。 

 

                                      2016 年 5 月 19 日 

広島県知事 

湯﨑 英彦 様 

部落解放広島県共闘会議 

                                                                  議 長  佐古正明 

 

「部落地名総鑑事件」の再発を防止するための緊急要請 
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 平素より、部落差別の根絶に向け、尽力されていることに深く敬意を表します。 

 さて、2 月のはじめ頃、川崎市の出版社「示現舎」が、「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻

版」と題した書籍を 2016 年 4 月 1 日に発行・販売するという情報がインターネットの通信販売サ

イトに掲載されました。通信販売サイトへの掲載は、開設者の判断で閉鎖されたものの、「示現

舎」のウェブサイトには「全国の 5360 以上の部落の地名､世帯数､人口､職業､生活程度をリスト化

し、原典に手を加えて現在の地名を掲載」等と説明した宣伝が、現在も掲載されたままです。 

  部落解放同盟は、この件が発覚した後、即座に横浜地裁に出版の差し止めを求める「仮処分申

請」を行い、横浜地裁は、３月２８日に書籍の出版や販売を禁止する仮処分決定を出しました。し

かし「示現舎」の代表は、仮処分決定について「表現の自由の否定だ」と開き直っており、「差別

図書」の発刊・販売を断念していないと考えられます。1975 年の部落地名総鑑事件の再発を懸念せ

ざるをえない事態であり、「示現舎」に限らず、既にインターネット上に被差別部落の地名一覧等

が拡散しています。 

  ご承知の通り、1975 年に「部落地名総鑑事件」が発覚し、県内大手企業数社も、許しがたい差別

図書を購入していた事実が発覚しました。私ども部落解放広島県共闘会議（以下「県共闘会議」と

いう）は、部落差別の撤廃を労働者の課題としてとりくむため、部落地名総鑑事件の翌年（1976

年）に結成され、以来、身元調査等による就職差別の撤廃を求めて、貴職に対して要請を行ってき

たところです。本件は、部落解放同盟のみならず、行政や企業、労働組合等が積み上げてきた 1975

年以来のとりくみを水泡に帰することになりかねません。 

 県共闘会議は、本件を断じて許すことのできない差別事件として満身の怒りを込めて抗議すると

ともに、貴職に対し、見出しの緊急要請をさせていただく次第です。同和対策審議会は、「これ

（部落差別）を未解決に放置することは断じて許されないことであり、その早急な解決こそ国の責

務である」と答申しており、知事は、3 月議会における山下真澄議員の一般質問に対し、「同和対

策審議会答申に示された基本認識は現在においても変わっていないものと認識しております」と明

快に答弁されています。これらの経過を踏まえ、責任ある対応をお願い申し上げます。 

 

１．「示現舎」の「全国部落調査 部落地名総鑑の原典」の発刊・販売を中止させるよう、国に働       

  きかけること。 

 

２．被差別部落の地名等のインターネットへの掲載や、「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復 

刻版」に類するような差別図書の発刊・販売を禁止する法整備を国に働きかけること。ま 

た、県として同様の条例を制定すること。 

 

                                                                         2016 年 5 月 19 日 

広島県教育委員会 

教育長 下﨑 邦明 様 

部落解放広島県共闘会議 

                                                                  議 長  佐古正明 

 

「部落地名総鑑事件」の再発を防止するための緊急要請 
 

 平素より、すべての子どもの進路保障に、尽力されていることに深く敬意を表します。 

 さて、2 月のはじめ頃、川崎市の出版社「示現舎」が、「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻

版」と題した書籍を 2016 年 4 月 1 日に発行・販売するという情報がインターネットの通信販売サ 
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イトに掲載されました。通信販売サイトへの掲載は、開設者の判断で閉鎖されたものの、「示現

舎」のウェブサイトには「全国の 5360 以上の部落の地名､世帯数､人口､職業､生活程度をリスト化

し、原典に手を加えて現在の地名を掲載」等と説明した宣伝が、現在も掲載されたままです。 

  部落解放同盟は、この件が発覚した後、即座に横浜地裁に出版の差し止めを求める「仮処分申

請」を行い、横浜地裁は、３月２８日に書籍の出版や販売を禁止する仮処分決定を出しました。し

かし「示現舎」の代表は、仮処分決定について「表現の自由の否定だ」と開き直っており、「差別

図書」の発刊・販売を断念していないと考えられます。１975 年の部落地名総鑑事件の再発を懸念

せざるをえない事態であり、「示現舎」に限らず、既にインターネット上に被差別部落の地名一覧

等が拡散しています。 

  ご承知の通り、1975 年に「部落地名総鑑事件」が発覚し、県内大手企業数社も、許しがたい差別

図書を購入していた事実が発覚しました。私ども部落解放広島県共闘会議（以下「共闘会議」とい

う）は、部落差別の撤廃を労働者の課題としてとりくむため、部落地名総鑑事件の翌年（1976 年）

に結成され、以来、身元調査等による就職差別の撤廃を求めて、貴職に対して要請を行ってきたと

ころです。本件は、部落解放同盟のみならず、行政や企業、労働組合等が積み上げてきた 1975 年

以来のとりくみを水泡に帰することになりかねません。 

 県共闘会議は、本件を断じて許すことのできない差別事件として満身の怒りを込めて抗議すると

ともに、貴職に見出しの緊急要請をさせていただく次第です。同和対策審議会が、「これ（部落差

別）を未解決に放置することは断じて許されないことであり、その早急な解決こそ国の責務であ

る」と答申していることに鑑みて、責任ある対応をお願い申し上げます。 

 

１． 厳然と存在する部落差別に対し、子どもの進路保障の観点から県教育委員会としての見 

解と今後の対応を明らかにすること。 

 

２．「示現舎」の「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻版」の発刊・販売を中止させるよう、 

国に働きかけること。 

 

３．被差別部落の地名等のインターネットへの掲載や、「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻 

版」に類するような差別図書の発刊・販売を禁止する法整備を国に働きかけること。 

 

                                                                         2016 年 5 月 19 日 

広島法務局長                                                          

弘瀬 晃 様 

部落解放広島県共闘会議 

                                                                  議 長  佐古正明 

 

「部落地名総鑑事件」の再発を防止するための緊急要請 
 

 平素より、人権侵犯の根絶にむけ、尽力されていることに深く敬意を表します。 

 さて、2 月のはじめ頃、川崎市の出版社「示現舎」が、「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻

版」と題した書籍を 2016 年 4 月 1 日に発行・販売するという情報がインターネットの通信販売サ

イトに掲載されました。通信販売サイトへの掲載は、開設者の判断で閉鎖されたものの、「示現

舎」のウェブサイトには「全国の 5360 以上の部落の地名､世帯数､人口､職業､生活程度をリスト化

し、原典に手を加えて現在の地名を掲載」等と説明した宣伝が、現在も掲載されたままです。 

  部落解放同盟は、この件が発覚した後、即座に横浜地裁に出版の差し止めを求める「仮処分申
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請」を行い、横浜地裁は、３月２８日に書籍の出版や販売を禁止する仮処分決定を出しています。

しかし「示現舎」の代表は、仮処分決定について「表現の自由の否定だ」と開き直っており、「差

別図書」の発刊・販売を断念していないと考えられます。１975 年の部落地名総鑑事件の再発を懸

念せざるをえない事態であり、「示現舎」に限らず、既にインターネット上に被差別部落の地名一

覧等が拡散しています。 

  ご承知の通り、1975 年に「部落地名総鑑事件」が発覚し、県内大手企業数社も、許しがたい差別

図書を購入していた事実が発覚しました。私ども部落解放広島県共闘会議（以下「県共闘会議」と

いう）は、部落差別の撤廃を労働者の課題としてとりくむため、部落地名総鑑事件の翌年（1976

年）に結成され、以来、身元調査等による就職差別の撤廃を求めて、関係当局に対して要請を行っ

てきたところです。本件は、部落解放同盟のみならず、行政や企業、労働組合等が積み上げてきた

1975 年以来のとりくみを水泡に帰することになりかねません。 

 県共闘会議は、本件を断じて許すことのできない差別事件として満身の怒りを込めて抗議すると

ともに、貴職に対し、見出しの緊急要請をさせていただく次第です。同和対策審議会が、「これ

（部落差別）を未解決に放置することは断じて許されないことであり、その早急な解決こそ国の責

務である」と答申していることに鑑みて、責任ある対応をお願い申し上げます。 

 

１．「示現舎」の「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻版」の発刊・販売と「表現の自由」の      

  関係について広島法務局の見解を明らかにすること。 

 

２．「示現舎」の「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻版」の発刊・販売を中止させること。 

 

３．被差別部落の地名等のインターネットへの掲載や、「全国部落調査 部落地名総鑑の原典復刻 

版」に類するような差別図書の発刊・販売を禁止する法整備を行うこと。 

 
 
「狭山事件の再審を求める 5.24 市民集会」(日比谷野音) 

     〓見えない手錠をはずすまで闘い続けよう！〓 

狭山事件の再審を求める市民集会が 5 月 24 日、日比谷野

外音楽堂で開催され、全国から石川さん無実を訴える多くの

仲間が集まりました。この集会に部落解放広島県共闘会議か

ら、部落解放同盟をはじめ連合広島、自治労、広教組、高教

組などが参加しました。 

1963 年 5 月 23 日、被差別部落に対する偏見から見込み捜

査を行った警察は、当時 24 歳だった石川一雄さんを別件逮

捕しました。１審で死刑判決、2 審で無期懲役判決を受けた石川さ

んは、無実を叫び続けてきました。2006 年、東京高裁に第三次再

審請求を申し立て、これまで 100 万筆を超える再審開始の署名を

東京高裁に提出しています。 

 2009 年 9 月から始まった裁判所、検察官、弁護団による三者協

議により、これまでに 185 点の証拠が開示されました。開示され

た取り調べ録音テープは、石川さんが殺害方法等の犯行内容をま

ったく知らず、自白が警察の誘導によってつくられた虚偽の自白

であることを示しています。そして部落差別ゆえに教育を受けられず、字がほとんど書

けなかったことが、警察のやりとりの中でもあきらかになりました。このことから弁護
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団の提出した筆跡鑑定と併せて、石川さんが脅迫状を書いた犯人ではないことは明白で

す。 

当時、多くの被差別部落出身の青年らは石川さんと同じような経験をしてきました。

「差別により貧しく、学校に行けず、文字を奪われた。学校に行っても差別された。物

がなくなればいつも自分たちのせいにされた。差別により就職もできなかった。そんな

経験をしてきた石川さんと同世代の青年たちが、『わたしはやっていない』と叫ぶ石川

さんと共に立ち上がりました。第二、第三の石川一雄をつくらないために・・・ 

青年たちは、被差別部落の子どもたちを「だまっていても差別はなくならない」と立

ちあがらせていきました。厳しい差別の現状を知っているがゆえに、自らの立場を宣言

する子どもたちの運動に反対していた保護者たちも、子どもたちにひっぱられるように

立ち上がりました。子どもたちと保護者のたたかいに、教職員が加わり、そして労働者

が共に闘いはじめました。石川さんのたたかいが、多くの人にこの事件の矛盾を気づか

せ、冤罪事件の怖さを気づかせ、それを許した部落差別の根深さを気づかせましいた。

それぞれの立場の人たちが、狭山事件を自分たちの立場で受け止め、自分たちのことと

して闘ってきました。 

私たちは狭山のたたかいからたくさんのものを学び、得てきました。「それでも石川

さんの奪われた 53 年は、戻らない」だからこそ、闘い続けなくてはなりません。みえ

ない手錠をはずまで！ （広教組 藤原美和） 

 

 

今年も「アジア・アフリカ支援米」運動に取り組みます！ 

   〓安芸高田市で田植えを行う（５月２１日）〓 

 平和運動センターは、5 月 21 日、40 人が参加して

「アジア・アフリカ支援米」の田植えを安芸高田市向

原町保垣の協力農家・友井征治さんの協力を得て実施

しました。支援米運動は、食糧不足に苦しむアジア・

アフリカ地域に支援米を送る活動として休耕田を利用

して作付けをしています。昨年度はこの水田で 420 ㎏

を収穫してカンボジアへ送付しました。 

開会にあたり、平和運動センターの佐古議長が「昨

年まで食・緑・水・環境を守る県民会議で支援米を取

り組んでいたが、今年度からその運動を平和運動セン

ターで引き継ぐこととなった。食料問題を考える場と

して支援米活動を取り組んでいきましょう」とあいさ

つを行いました。 

その後、全農林の役員から田植えの説明を受けて、

田植えを行い、約 1 時間で作付けが終了しました。今

後は、秋の収穫時期まで友井さんに水田の管理をしていただき、9 月初旬に稲の刈取り

を行う予定となっていますので、稲刈りに参加をいただきますようお願いします。 
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                新聞に見る「ヒロシマ」(4/27～5/26)  

見出しから 日付 新聞 

チェルノブイリ事故３０年 脱原発訴え座り込み 4.27  中国 

核に頼るな 無言の訴え チェルノブイリ事故３０年 4.27  朝日 

 被爆５年後の声  痛切 １７人の体験記  平和祈念館が企画展 4.27  朝日 

 広島市長メッセージ 被爆者、訪問促進に期待  5.3  中国 

護憲・改憲訴え交錯 憲法記念日  5.4  中国 

 核兵器禁止条約 広島市長「早く」 国連事務総長に要請文  5.5  朝日 

ビキニ被曝提訴 国の調査求め  5.10  朝日 

 ビキニ被曝 国賠提訴 高知の元船員ら  5.10  中国 

オバマ米大統領 広島訪問へ  5.11  朝日 

 広島の願い やっと「脅威を肌で感じ 発信を」  5.11  朝日 

オバマ氏 ２７日広島訪問  日米政府が正式発表  5.11  中国 

 広島県・市 要請が結実 強まる歓迎ムード  5.11  中国 

核廃絶へ「道」示して オバマ氏２７日広島訪問  5.11  中国 

 市民ら思い交錯  歴史的な出来事／退任前 何になる／謝罪してほしい  5.12  中国 

 オバマ大統領、何を語る ２７日 被爆者・市民注目  5.12 朝日 

 核兵器なくす道 求めて  5.15  朝日 

 ヒロシマの願い 命の詩画 東区で初個展  5.17  中国 

原爆資料館敷地から出土 遺構の現地保存要望 県原水禁  5.18 中国 

 被爆遺構「保存を」平和資料館地中 県原水禁 要請書  5.18 朝日 

 原爆死没者 ここで待つ 慰霊碑名簿１１０冊 風通し 5.19 中国 

「原爆焼」福山で発見 来月にも県歴博に寄贈 5.19 中国 

原爆投下の過ち述べよ 元広島市長 平岡 敬氏  5.21 中国 

オバマ氏訪問 意味を考える ピースフォーラム開始  5.22 中国 

低線量被曝の影響 ゴールドスタンダード 類例ない被爆者データ  5.22 中国 

 オバマ氏広島訪問 被爆者７８％ 謝罪求めず  5.23 中国 

 部署超え共同研究 放影研  発がんなど３領域  5.23 中国 

 大統領、過去より未来へ「被爆地へ」手紙の願い実現  5.24 朝日 

 高裁、被爆者と認めず 長崎 指定域外３８８人敗訴  5.24 朝日 

 制服の弟へ 決意語って 原爆資料館に遺品 広島の谷口さん  5.25 中国 

 謝罪より行動で示して 紙飛行機に載せた折り鶴配る  5.25 朝日 

 ８月６日まで街だった 遺族ら「平和公園」語る  5.25 朝日 

 「過ちは・・・」碑文 伝えたい 松井市長  5.26 朝日 

 謝罪要求 こらえた被爆者 核廃絶の道をつくる  信じて  5.26 朝日 

 平和資料館地下 遺構調査を延長  5.26 朝日 

 オバマ氏訪問 意義探る 海外メディア 被害取材へ続々  5.26 中国 

 「全滅」の遺影 対面待つ 奪われた笑顔 伝える  5.26 中国 



-14- 

                    【 ご 案 内 】 

 ■戦争法廃止！安倍内閣退陣！６．５ヒロシマ集会 

  ◇開催日 ６月５日（日）１４時～１６時 

  ◇内 容   集会とデモ行進 

＊デモコース＝原爆ドーム前～相生通り東進～八丁堀西交差点右折

～金座街～本通りアーケード西進～元安橋「原爆の子の像」前

(流れ解散） 

  ■広島初中高級学校創立７０周年記念行事 

   ◇開催日 ６月１２日（日）１０時～１４時３０分 

   ◇場 所  広島朝鮮学園 

 ■第１９代高校生平和大使全国結団式 

 ◇日 時 ６月１９日（日）１０時～ 

  ◇場 所 広島アステールプラザ 

 ■「ストップ！戦争法」６月街頭署名行動 

 ◇開催日 ６月１９日（日）１４時～１５時 

◇場 所 広島市八丁堀・福屋前 

■被爆７１周年原水爆禁止世界大会第１回広島県実行委員会(結成総会) 

  ◇日 時  ６月２０日（月）１８時～ 

  ◇場 所  自治労会館 ３階 大会議室 

 


